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消防指導グループ

１　消防団の充実強化
消防団の設置主体である市町村への資機材整備補助、消防団の教育訓練、消防団関係団体への助成、消防団活動ＰＲ事業など地域防災力の中核である消防団の充実強化にかかる事業を実施した。また、消防団や自主防災組織への継続・安定した支援構築のため、地域防災基金を設置した。
〔根拠法令　消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律〕

（1） 消防団への資機材整備　
　　　  消防団資機材等の整備支援のため、市町村に対し補助金を交付した。
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	補　助　金
	1,692千円
	5,361千円
	4,016千円



（２）大阪府消防大会の開催　
消防団員の規律及び士気の高揚とポンプ操法技術の向上を図るため、大阪府消防大会を公益財団法人大阪府消防協会との共催で実施した。
	日　時
	場　所
	消　防　大　会　参　加　数

	平成28年９月４日（日）
	府立消防学校
	消防ポンプ自動車　 　　７台
消防団員　　　   　９８４名



（３）消防団関係団体への助成　
地域防災力向上のための消防団活性化や防災思想の普及啓発等の事業をより効率的・効果的に推進できるよう、公益財団法人大阪府消防協会に対し補助金を交付した。
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	補　助　金
	11,400千円
	11,400千円
	11,400千円



（４）大阪府消防団活動ＰＲ事業の実施
　　　　消防団活動に対する府民の認識・理解を促進するため、消防団PR映像作品を府内で放映するとともに、消防団PRポスターを府内の専修学校等に配布し、府消防大会でも掲示した。
　
（５）地域防災基金の設置
　　　消防団や自主防災組織に継続・安定した支援をするため、地域防災基金を設置した。28年度には3件、2,000万円の寄付を受けた。

２　市町村に対する指導助言、連絡調整
市町村の消防体制の充実・強化に向けた取組みを支援するとともに、消防機関が円滑に活動できるよう、各消防本部等への指導助言、連絡調整に努めた。

（１）消防の広域化等　
市町村に対し、国の財政支援制度等の説明や、広域化の際の手続き等に関する指導・助言を行うなど、広域化に向けた取組みを支援した。
　　　　また、今後の大阪の消防力の強化に向けた課題や解決方策等について、大阪府と府内市町村とで意見交換、検討等を行うため、消防力強化のための勉強会を開催した。

（２）救急業務の高度化の推進　　
傷病者搬送途上における救命効果の更なる向上に資するため、救急現場で救急救命士が行う処置範囲の拡大等、救急業務の更なる高度化を図るメディカルコントロール（教育、医師の指示、指導・助言、事後検証）体制の充実に努めた。
①メディカルコントロール体制の充実
大阪府救急業務高度化推進連絡協議会（構成員：大阪府医師会代表者、救命救急センターなど、救急医療関係機関の代表者、府内消防機関の代表者など）、府内８つの二次医療圏ごとに設置した地域メディカルコントロール協議会（構成員：各地域の医療機関、保健所、消防機関の代表者など）を開催し、事前教育、指示体制、事後検証の実施に向けた調整を行った。

②救急救命士の処置範囲の拡大への対応
平成26年１月から、従来は心停止の傷病者にしか実施できなかった救急救命処置について、新たに心停止前の重症傷病者に対しても　①静脈路の確保と輸液　②血糖値の測定とブドウ糖溶液の投与が実施できることになり、平成27年4月から大阪府内全域で運用が開始されたことから、上記処置の集計を実施し、事後検証の実施と今後の課題について検討を図った。
○救急救命士が行う救急救命処置（特定行為）の処置範囲の拡大状況
　      ・平成16年８月　気管挿入　＜気管チューブによる気道確保＞
・平成18年４月　薬剤投与　＜アドレナリンの投与＞
・平成25年４月　ビデオ喉頭鏡　＜ビデオ喉頭鏡を用いた気管挿菅＞
③救急業務に携わる職員の生涯教育について
　　　平成26年3月に消防庁から救急業務に携わる職員の生涯教育の指針が通知され、指導救命士を中心とする教育指導体制の構築に向けた方針が示されたことから、平成29年3月に府内での指導救命士制度を開始した。

　
３　消防表彰、消防行事等
（１）大阪府消防表彰式の実施　（平成29年３月18日）
消防職員等の士気の高揚と、防火思想の普及向上を図るため、消防吏員、消防団員及び府民で消防上功績のあった者並びに消防協力団体に対し、大阪府消防表彰規程等に基づき知事表彰を行い、表彰式を公益財団法人大阪府消防協会との共催で実施した。

	区　　　　　　分
	個　　　人
	団　　　体

	知　事　表　彰 （定例）
	３１５名
	７団体

	〃　　　　 （随時）
	な　　し
	な　　し



（２）叙勲、褒章等の上申　
消防職員等の士気の高揚と府民の消防に対する認識と理解を深めるため、消防庁長官表彰、春秋叙勲等の上申を行った。
	区　　　　　　分
	個　　　人
	団　　　体

	消防庁長官表彰（定例）
	１０１名
	な　　し

	　　〃　　　　（随時）
	な　し
	な　　し

	〃事務従事職員表彰
	な　し
	な　　し

	叙位
	２０名
	

	春秋生存者叙勲
	２０名
	

	危険業務従事者叙勲
	８８名
	

	高齢者叙勲
	　８名
	

	特別叙勲
	な　し
	

	死　  　亡　　　　叙　　　勲
	１３名
	

	春　　秋　　の　　褒　　章
	　９名
	




（３）火災予防運動
防火思想の普及を図るため、秋季（11月９日～15日）及び春季（３月１日～７日）の年２回、全国一斉に行われる火災予防運動として、防火思想の普及・啓発を行った。

○防火図画の募集・表彰・展示　
府内の小中学校等の児童・生徒を対象に防火図画の募集を行い、優秀作品39点を表彰の上、津波・高潮ステーション等にて展示した。

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	防火図画応募数
	１５，６６４点
	１５，１３４点
	１４，７０３点



（４）幼年・少年消防クラブ及び婦人防火クラブの育成指導　
火災予防思想の高揚と安全な地域社会を実現するため、関係消防機関と協力し、次の事業を行い、民間防火組織の育成強化に努めた。

①大阪府防火クラブ大会の開催（平成29年１月24日）
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	参加者数
	４００人
	４００人
	４００人



②婦人防火クラブ指導者研修会の開催（平成28年12月5日）
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	参加者数
	４１人
	３７人
	４１人



（５）大阪府消防関係者合同研修会の実施（平成28年11月30日）　
府内消防関係者（各市町村消防本部、消防防災主管部長及び消防団長等）の消防防災に関する知識の涵養、消防機関の協力体制の確立及び消防団の活性化を促進するため合同研修会を開催した。

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	参加者数
	９３人
	８５人
	８８人





（６）大阪府危険物安全大会の実施（平成28年６月14日）　
大阪府危険物安全月間（6月）の行事として、大阪府危険物安全大会を開催し、危険物の保安に尽力し、顕著な功績のあった事業所及び個人に対し、大阪府知事の感謝状を贈呈したほか、安全推進講演などを実施し、危険物の保安に関する意識の高揚と啓発に努めた。
　　　○知事感謝状贈呈
　　　　　優良危険物関係事業所　　　２６件
　　　　　優良危険物取扱者　　　　　　５件
　　　　　危険物保安功労者　　　　　　４件

４　大阪航空消防の運営　
大阪航空消防の運営については、昭和45年５月に大阪航空消防運営委員会を設置し、同年10月には大阪市と府内市町村とが航空消防相互応援協定を締結して、ヘリコプターの円滑な運用を図っている。
また、航空消防業務の円滑かつ適正な推進を図るため、大阪市を含む府内の市が負担する運営費（２機分）に対し、補助金を交付した。
　　　　　　　　　　　〔根拠法令等　消防用ヘリコプター運営費補助金交付要綱〕
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	補　助　金
	52,236千円
	55,814千円
	175,739千円



　　　また、大阪市の消防ヘリコプターテレビ電送システム整備に対し、整備費の2分の1に相当する153,046千円を負担した。

５　緊急消防援助隊の充実強化　
（１）緊急消防援助隊に係る計画の整備
大規模災害等において、被災した都道府県内の消防力では対応が困難な場合に、国家的観点から人命救助活動等を効果的かつ迅速に実施し得るよう、全国の消防機関相互による援助体制として、緊急消防援助隊制度が構築されている。
28年度は、大阪府大隊の活動に関する「緊急消防援助隊大阪府大隊応援等実施計画」及び「緊急消防援助隊大阪府受援計画」を改訂した。（平成28年11月）





（２）消防車両等の整備　
国庫補助事業　　
緊急消防援助隊活動で使用する車両等を整備する市町村に対する国庫補助　金の確保に努めた。
○補助金総額　　　　　　　  379,139千円（平成28年度分）
　　　○対象市町村等　　　　　　８市２消防組合（平成28年度分）
　　　　　　
根拠法令等　
消防組織法、緊急消防援助隊設備整備費補助金交付要綱

（３）緊急消防援助隊訓練の支援
緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練を支援するなど活動能力向上に向けた支援を行った。
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	負　担　金
	824千円
	824千円
	824千円



また、同訓練の平成29年度の府内開催に向け、関係機関と協議調整を行った。

６　大阪府消防水防賞じゅつ金制度の運用　
府内の消防職員及び消防団員が、一身の危険を顧みることなく職務を遂行したことにより死亡又は負傷した場合、消防賞じゅつ金制度を運用しており、遺族に賞じゅつ金を支給した。
　　　　　　　　　　〔根拠法令等　大阪府消防水防賞じゅつ金支給規則〕
	年　度
	平成28年度

	支　給　額
	11,300千円



７　消防恩給の支給　
　　  恩給法に基づき、元消防職員に対する恩給、扶助料の裁定支給事務を行った。　　　　　　　　　　〔根拠法令等：消防組織法、恩給法〕
	支   給   額 
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	恩  給
	普通恩給
	6,922,583円
	4,817,933円
	4,534,766円

	
	増加恩給
	3,108,000円
	3,108,000円
	3,108,000円

	扶助料
	普通扶助料
	34,475,063円
	29,653,397円
	24,850,598円

	
	増加扶助料
	1,966,800円
	1,966,800円
	1,966,800円

	計
	46,472,446円
	39,546,130円
	34,460,164円



	受給者数(年度当初）
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	恩  給
	普通恩給
	８人
	６人
	５人

	
	増加恩給
	１人
	１人
	１人

	扶助料
	普通扶助料
	４４人
	３７人
	３２人

	
	増加扶助料
	１人
	１人
	１人

	計
	５４人
	４５人
	３９人



	新規受給裁定
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	扶助料
	普通扶助料
	０人
	１人
	０人

	
	増加扶助料
	０人
	０人
	０人

	計
	０人
	１人
	０人





	受給失権者数
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	恩  給
	普通恩給
	２人
	１人
	２人

	
	増加恩給
	０人
	０人
	０人

	扶助料
	普通扶助料
	７人
	６人
	４人

	
	増加扶助料
	０人
	０人
	０人

	計
	９人
	７人
	６人


　※普通恩給　　…　一定年数以上勤務した者に対して支給
　　増加恩給　　…　公務のために重度の障害の状態となった者に対して支給
(普通恩給と併給)
　　　普通扶助料　…　普通恩給受給者が死亡したときに遺族に対して支給
　　　増加扶助料　…　増加恩給受給者が死亡したときに遺族に対して支給

８　消防統計及び消防情報
火災・救急等の調査報告事務の適正を期するため、市町村と消防情報の交換を緊密にし、各種消防情報の的確な把握に努めた。

９　一般財団法人救急振興財団の運営費負担
　　　救急隊員が行う応急措置の拡大に伴い必要となる教育訓練の実施等、救急業務の高度化を推進するため都道府県共同出資で設立した救急振興財団の事業に対し、負担金を交付した。

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	負　担　金
	21,800千円
	22,200千円
	22,200千円



10　危険物取扱者・消防設備士に係る免状交付・講習の実施　
　　  危険物取扱者・消防設備士に係る免状の交付等並びに、危険物取扱者への保安に関する講習及び消防設備士への消防用設備等の工事等に関する講習を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔根拠法令等　消防法〕

（１）危険物取扱者・消防設備士に係る免状交付等
委託先　一般財団法人消防試験研究センター
	年度
区分・単価
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	① 危険物取扱者免状
	交　　　付
2,800円
	件数
	7,729件
	7,544件
	7,201件

	
	
	手数料収入
	21,641,200円
	21,123,200円
	20,162,800円

	
	再　交　付
1,800円
	件数
	554件
	535件
	524件

	
	
	手数料収入
	997,200円
	963,000円
	943,200円

	
	書　　　換
700円
	件数
	142件
	106件
	103件

	
	
	手数料収入
	99,400円
	74,200円
	72,100円

	
	写真書換
1,600円
	件数
	4,812件
	4,309件
	4,259件

	
	
	手数料収入
	7,699,200円
	6,894,400円
	6,814,400円

	
	小計①
	件数
	13,237件
	12,494件
	12,087件

	
	
	手数料収入
	30,437,000円
	29,054,800円
	27,992,500円

	②　消防設備士免状
	交　　　付
2,800円
	件数
	2,484件
	2,259件
	1,809件

	
	
	手数料収入
	6,955,200円
	6,325,200円
	5,065,200円

	
	再　交　付
1,800円
	件数
	82件
	95件
	96件

	
	
	手数料収入
	147,600円
	171,000円
	172,800円

	
	書　　　換
700円
	件数
	29件
	31件
	15件

	
	
	手数料収入
	20,300円
	21,700円
	10,500円

	
	写真書換
1,600円
	件数
	736件
	769件
	660件

	
	
	手数料収入
	1,177,600円
	1,230,400円
	1,056,000円

	
	小計②
	件数
	3,331件
	3,154件
	2,580件

	
	
	手数料収入
	8,300,700円
	7,748,300円
	6,304,500円

	合計①＋②
	件数
	16,568件
	15,648件
	14,667件

	
	手数料収入
	38,737,700円
	36,803,100円
	34,297,000円


（２）危険物取扱者講習　
　　　委託先　公益財団法人大阪府危険物安全協会
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	講習回数
	６６回
	７２回
	５８回

	申請人員
	8,147人
	8,071人
	8,344人

	手数料収入
	38,290,900円
	37,933,700円
	39,216,800円



（３）消防設備士講習　
　　　委託先　一般財団法人大阪府消防防災協会
	年　　　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	講習回数
	３６回
	３６回
	３６回

	申請人員
	5,646人
	5,727人
	6,077人

	手数料収入
	39,522,000円
	40,089,000円
	42,539,000円























保安グループ

１　石油コンビナ－ト等災害防止法に基づく事務の執行
（１）大阪府石油コンビナート等防災本部の運営等
石油コンビナート等災害防止法第２条の規定に基づき指定された特別防災区域（大阪北港地区、堺泉北臨海地区、関西国際空港地区、岬地区）に係る災害の未然防止と拡大防止のため、特定事業所、防災関係機関と連絡調整を行うとともに、石油コンビナート等防災計画の進行管理や改訂、事業者の津波避難計画の作成促進及び総合防災訓練を実施した。
〔根拠法令　石油コンビナート等災害防止法〕

（２）石油コンビナート等防災計画の改訂
円滑かつ効果的な災害応急活動を実施するため、防災本部における防災体制（警戒体制、第一次、第二次、総合）の設置基準を一部見直すなど、発災時対応の実態に即したものとなるよう、大阪府石油コンビナート等防災本部会議（平成29年３月）での審議を経て、計画を改訂した。

【平成29年４月改訂の主な内容】
　　　○防災体制の設置基準の明確化
　　　○現地本部の設置基準の明確化
○現地連絡所の設置規定の追加
　　
（３）石油コンビナート等特別防災区域総合防災訓練の実施
震度６弱の南海トラフ巨大地震による災害発生を想定し、関係機関の連携強化、関係者の防災意識の高揚、防災技能の習熟を図るため、防災関係機関と総合的な防災訓練を実施した。
（陸上訓練…毎年実施、海上訓練…２年に１度実施）

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	分　担　金
	407,000円
	501,000円
	507,000円



	と　　き
	平成28年９月16日（金）

	ところ
（陸上訓練）
	高石市高砂３－１
大阪ガス(株)泉北製造所第二工場構内

	主　　催
	大阪府、堺・泉北臨海特別防災地区協議会



２　火薬類等の指導取締業務
火薬類取締法に基づく火薬類の製造、販売、譲受、輸入、消費等の許可、届出及び火薬類取扱保安責任者免状の交付を行うとともに、武器等製造法に基づく猟銃等の製造、販売の許可、届出の事務を行った。また、火薬庫の完成検査及び保安検査のほか庫外貯蔵庫、販売所、火薬類消費場所、猟銃等の販売所の立入検査を実施した。 
〔根拠法令等　火薬類取締法、武器等製造法〕

（１）火薬類、銃砲許可等処理件数
	区                 分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	火薬類の製造・販売に係る許可
	０件
	０件
	０件

	火薬庫の設置・構造設備変更に係る許可
	０件
	1件
	０件

	火薬類譲受又は譲渡に係る許可
	１５件
	６１件
	６件

	煙火の消費に係る許可
	１件
	１件
	２件

	猟銃等の製造・販売に係る許可
	０件
	０件
	０件

	火薬庫完成検査
	１件
	０件
	０件

	火薬庫保安検査
	１７件
	１３件
	１３件

	火薬類立入検査（販売・貯蔵・消費）
	２０件
	１３件
	１３件

	銃砲類立入検査（製造・販売）
	２０件
	１９件
	１９件

	計
	７４件
	１０８件
	５３件



	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	手数料収入額
	625,200円
	699,900円
	539,000円



（２）火薬類取扱保安責任者免状等の交付事務
	区　　　　　　　　　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	火薬類保安責任者免状交付
	１１４件
	１４９件
	１０２件

	火薬類保安責任者免状再交付、書換
	９件
	１０件
	１０件

	計
	１２３件
	１５９件
	１１２件



	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	手数料収入額
	290,400円
	376,800円
	268,800円


３　高圧ガス・ＬＰガスの指導業務
高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下、「ＬＰガス法」という。）に基づく高圧ガスの製造、販売、貯蔵、消費等の許可、届出等の事務及び高圧ガス製造保安責任者等の免状を交付した。また、高圧ガスに関する保安の確保と災害事故防止を図るため、高圧ガス施設等の完成検査、保安検査、立入検査等を実施した。〔根拠法令等　高圧ガス保安法、ＬＰガス法〕
松岡

（１）高圧ガス保安法に基づく許可、届出等処理件数
	区　　　　　　　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	高圧ガス製造に係る許可（新規、変更）
	８件
	４件
	３件

	高圧ガス製造に係る届出
	２５件
	９５件
	２０件

	高圧ガス販売に係る届出
	８件
	９件
	１２件

	高圧ガス貯蔵所に係る許可
	３件
	２件
	０件

	高圧ガス貯蔵所に係る届出
	３件
	１件
	４件

	特定高圧ガス消費に係る届出
	２件
	０件
	０件

	高圧ガス容器検査所に係る登録・廃止
	２件
	１件
	２件

	高圧ガスの種類、圧力変更又は特別充填
	０件
	０件
	０件

	高圧ガス製造施設等完成検査
	８件
	８件
	２件

	高圧ガス製造施設等保安検査
	０件
	０件
	０件

	高圧ガス事業所等立入検査
	０件
	３件
	５３件

	計
	５９件
	１２３件
	９６件



	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	手数料収入額
	375,250円
	239,500円
	140,000円





（２）ＬＰガス法に基づく処理件数
	区　　　　　　　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	液化石油ガス販売事業者登録
	０件
	０件
	２件

	液化石油ガス販売に係る届出・報告※
	１４件
	４４件
	２６件

	販売事業者登録簿謄本（交付・閲覧）
	０件
	０件
	０件

	特定供給設備・充てん設備等に係る許可
	０件
	０件
	１件

	特定供給設備・充てん設備等に係る届出
	１件
	０件
	０件

	特定液化石油ガス設備工事業に係る届出
	６件
	１３件
	８件

	液化石油ガス設備工事に係る届出
	１件
	１件
	１件

	保安機関に係る認定・更新
	１４件
	０件
	２件

	保安機関に係る届出・報告※
	６件
	３１件
	２１件

	計
	４２件
	８９件
	６１件


※平成27年度から報告分を計上

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	手数料収入額
	609,100円
	0円
	292,600円



（３）高圧ガス製造保安責任者免状等の交付事務
	区　　　　　　　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	高圧ガス製造等免状（交付）
	７３９件
	９０８件
	９９２件

	     〃     （再交付・書換え）
	３２件
	３２件
	３２件

	液化石油ガス設備士免状（交付）
	７５件
	７５件
	９３件

	     〃     （再交付・書換え）
	５７件
	３２件
	４４件

	計
	９０３件
	１，０４７件
	１，１６１件



	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	手数料収入額
	2,903,900円
	3,425,600円
	3,432,800円





４　電気工事業等の指導業務
電気工事業の業務の適正化に関する法律（以下「電気工事業法」という。）に基づき、登録及び届出の事務を行うとともに、電気工事士法に基づき第一種及び第二種電気工事士試験の合格者、養成施設修了者に対して免状を交付した。また、電気工事の適正な実施を確保するため、電気工事業者の営業所に立ち入り、業務の実施内容及び電気工事士の免状携帯状況等について検査を実施した。
〔根拠法令等　電気工事士法、電気工事業法〕

（１）電気工事士免状交付処理件数
	区　　　　　　　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	電気工事士免状交付
新規
	一種
	５７８件
	５３０件
	６４６件

	
	二種
	４，０２６件
	４，１４７件
	４，１６０件

	電気工事士免状
再交付
	一種
	９７件
	１０２件
	７５件

	
	二種
	３０４件
	２７５件
	２８３件

	電気工事士免状
書換え
	一種
	８件
	８件
	４件

	
	二種
	３０件
	３２件
	３６件

	計
	５，０４３件
	５，０９４件
	５，２０４件



	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	手数料収入額
	22,626,200円
	22,023,900円
	26,454,200円



（２）電気工事業登録等処理件数
	区　　　　　　　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	登録（新規）
	３３８件
	４０８件
	４９３件

	更新登録
	４５９件
	８９６件
	５２６件

	承継届
	４８件
	７７件
	５３件

	登録事項等変更届
（手数料を要するもの）
	１６９件
	１８９件
	１４６件

	〃 
 （手数料を要しないもの）
	８０件
	１０６件
	７８件

	廃止届
	１９４件
	２３７件
	２４７件

	登録証再交付
	１件
	５件
	５件

	登録簿謄本（閲覧・交付）
	３１件
	３４件
	１６件

	みなし登録電気工事業者証明願
	６７件
	８９件
	９５件

	みなし登録電気工事業に関する届出（電気工事業の開始、変更、廃止の届出）
	８３４件
	８１４件
	１，１２１件

	通知電気工事業に関する通知
	２件
	７件
	３件

	みなし通知電気工事業に関する
通知（電気工事業の開始、変更、廃止の通知）
	４件
	３件
	４件

	電気工事業立入検査
	４件
	４件
	１６件

	計
	２，２３１件
	２，８６９件
	２，８０３件



	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	手数料収入額
	13,369,420円
	17,087,260円
	17,549,660円



５　高圧ガスの取り扱いに関する啓発等
消防等関係行政機関並びに関係団体との連携を密にするとともに高圧ガス防災訓練等を実施し、保安意識の高揚並びに高圧ガスの保安確保に努めた。

（１） 大阪府高圧ガス地域防災協議会への助成
地域防災協議会が、府域における高圧ガスによる災害の発生並びに拡大の防止を図るべく地域防災体制を強化し訓練を実施するため、その経費の一部を補助した。

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	交　付　金
	435,000円
	422,000円
	422,000円



	とき
	平成28年10月４日（火）

	ところ
	大阪府南部広域防災拠点（泉南市りんくう南浜２－14）

	参加人数
	約７００名





（２）保安講習会等への後援等
関係団体が実施する保安意識の高揚、法令知識の普及のための高圧ガスの事業所及び販売店の従業員並びに府内消防を対象とした講習会や説明会を後援するとともに、府内消防に対して講師派遣依頼を行った。

	後援事業名
	受講者数

	高圧ガス保安法手引き説明会（２回）
	１５５名

	ＬＰガス販売事業者保安講習会（７回）
	６４８名

	高圧ガス関係保安研修会（１回）
	１８６名

	冷凍設備保安協会保安講習会（１回）
	２０９名



６　保安３法の権限を市町村に移譲
火薬類取締法、高圧ガス保安法、ＬＰガス法の権限を平成23年度から順次移譲しており、平成25年度末で４１市町村に移譲した。市町村に対して事務処理に関するアドバイス等を行うとともに実績に応じて移譲事務交付金を交付した。なお、未移譲は高槻市及び能勢町。

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	移譲事務交付金額
	67,490,000円
	67,295,000円
	69,305,000円



７　製品安全関係法令に基づく立入検査事務の権限移譲
電気用品安全法、ガス事業法、ＬＰガス法のいわゆる製品安全関係法の権限を平成 11年度から順次移譲しており、平成25年度末で４２市町村に移譲した（市については24年度から法定移譲）。市町村から国への報告書類の取りまとめを行うとともに、移譲事務交付金を交付した。なお、未移譲は能勢町（ＬＰガス法のみ）。

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	移譲事務交付金額
	559,000円
	556,000円
	586,000円





８　産業保安業務情報システムの運用管理業務
高圧ガス、ＬＰガス、火薬類及び電気工事業等の許認可、届出、登録等の業務の効率化並びに府民サービスの向上を図るため、産業保安業務情報システムの運用・保守業務を委託するともにシステム用サーバー機器等の借上を行った。

（１）システム運用保守業務委託
・委託期間：平成27年４月１日～平成28年３月31日
	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	委　託　料
	2,700,000円
	2,941,920円
	2,941,920円



（２）システム用サーバー機器等の借上げ
 【旧サーバー関係】
○長期継続契約
・契約期間：平成21年12月１日～平成26年11月30日
・契約金額：4,747,680円
○再リース契約・
・契約期間：平成26年12月１日～平成27年３月31日
○再々リース契約
　　　・契約期間：平成27年４月1日～平成28年３月31日

【新サーバー関係】
○長期継続契約
・契約期間：平成27年12月１日～平成32年11月30日
・契約金額：3,311,280円

	年　度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	使用料
及び
賃借料
	旧サーバー
	633,024円
	
	

	
	
	再リース
	261,792円
	
	

	
	
	再々リース
	
	168,480円
	

	
	新サーバー
	
	220,752円
	662,256円
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